
先行事例（1）
九州地域における地域循環圏

に関する取組

北九州市立大学
松本 亨

matsumoto‐t@kitakyu‐u.ac.jp
http://chempro.env.kitakyu‐u.ac.jp/~tmatsumoto/

平成２８年１１月２４日
循環資源の活用による地域活性化に向けて
～地域循環圏形成推進のための研修～

先⾏事例(1)



話題提供
1. 地域循環圏に関する九州会議

– 経緯

– 生ごみ分別・リサイクル

– リユースびん

2. 福岡県大木町の取り組み

– 生ごみ・浄化槽汚泥のバイオガス化

– 紙おむつ分別・リサイクル

3. 福岡県南筑後地域の取り組み

– 廃プラスチックリサイクルの広域化、統合管理
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地域循環圏に関する九州会議

• 平成21年度設立
– 年2～3回、研究会を年2回、セミナー年1回開催
– 24年度まで

• 目的
– 地域循環圏形成に向けた課題整理、施策の検討

– 市町村職員のスキルアップ等を通じた地域循環圏形成のため
の基盤づくり

• 体制
– 学識4、関係団体・事業者7、都道府県7、市町6、国（環境省、

農水省、経産省の九州地方局）

– 下部組織として、生ごみリサイクル研究会、焼酎リユースびん
推進会議

– 事務局：環境省九州地方環境事務所
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「地域循環圏形成の手引き」より

• 意見交換の場をつくる 【出会いの場をつくる】
– 意見交換の場としては、協議会等を設置することが有効
です。

– 取組主体、又は必要に応じて自治体や地方環境事務所、
外部から招いたコーディネーターなどが調整役を担い、他
の主体との調整や基本構想及び計画等の策定、事業開
始後のフォローアップ等を行います。

• 主な関係者とその役割
– 国・地方環境事務所

• モデル事業の実施を行う際に課題となる規制等に関する情報
や、国として支援可能な施策等の情報を提供する。

• 循環資源が循環する地域が都道府県をまたぐ場合などには、協
議会等の設置運営に中心的な役割を果たすことが期待される。
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生活系生ごみの資源化についての方向性

生活系生ごみの資源化については、コスト削減の可能性があり、
資源循環及び環境負荷低減効果があるので、市町村は生活系生ごみ
の資源化について検討を行うことが必要である。

13

ごみ処理の現状把握 ごみ処理量、収集運搬、中間処理、
処理コスト等の現状把握

生ごみ・食品残渣量の推定

コスト試算
○分別収集コスト（複数案）
○資源化手法（複数案）
○現状処理コストとの比較分別収集方式、資源化方式等の検討

生ごみ・食品残渣の資源化方式（案）

分別収集方法
生ごみ・食品残渣量の把握
住民協力度、課題等の把握

モデル地区での試行

製品流通に関する検討
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事業系生ごみの資源化についての方向性

市町村は、事業系生ごみについて、資源化へのイン
センティブを働かせるような政策的誘導等について
検討が必要である。

24

ごみ処理の現状把握

生ごみ・食品残渣量の推定

○生ごみ分別の実施と計量
・単独で実施可能か？
・組合等共同で取り組めないか？

分別収集方式、資源化方式等の検討

生ごみ・食品残渣の資源化方式の決定

ごみ処理量、処理コスト等の現状把握

○「九州地域における食品廃棄
物等の処理業者情報」を参考
○市町村担当課への相談（収集
運搬に係る法的課題等）
○コスト試算（再生利用事業者
からの見積もり徴収）
○企業の社会的責任からの総合
的判断

6



九州地域における
食品廃棄物等の処理業者情報

（出所）環境省：平成21年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 7



生ごみ資源化推進マニュアル

• 第１章目的の明確化
– 第１節生ごみ資源化の目的
– 第２節生ごみ資源化の位置づけ

• 第２章資源化の仕組みづくり
– 第１節資源化のシステムづくりの考え方
– 第２節準備期間と内容
– 第３節処理対象物及び量の設定
– 第４節分別収集のルールづくり
– 第５節資源化方法の決定と施設の建設
– 第６節住民への啓発
– 第７節資源化物利用先の確保
– 第８節生ごみ分別事業実施後の対応
– 第９節事業系生ごみの資源化

• 【付録】生ごみ資源化啓発用資料

（出所）環境省：平成22年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 8



リユースびん普及・拡大支援

（出所）環境省：平成22年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 9



ガラスびんの地域別出荷フロー

（出所）環境省：平成22年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 10



びんリユースに関する意向

（出所）環境省：平成22年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 11



びんリユースへの課題

• リユースびん推進のための課題としては、「十分はコスト的なメリットが得
られない」、「不良率が高い（虹彩現象やラベル糊跡など）」、「びんの傷
がクレームに繋がる恐れがある」、「異物混入・品質保証の面から不安が
ある」、「生産設備・保管場所が対応できない」といった意見が挙げられて
いる。

• 酒造メーカーからは、びんの傷、見た目などを気にする意見が多数挙げ
られているが、消費者からはそれほど気にしていないという声も聞かれ
る。

• また、びん内部の品質、異物混入や品質保証の面の不安について意見
も挙げられているが、一升びんでは数多くのリユースびんが利用されて
おり問題になっておらず、その他のびん（900ml、720ml）でリユースをして
いる酒造メーカーからも問題はないとの意見が挙げられている。

• 県内酒造メーカー各社において、リユースに関心を持っている事業者は
多く、きっかけがあれば進められるのではないかと期待され、引き続きリ
ユース促進に向けた取組みが必要と考えられる。

（出所）環境省：平成22年度九州・沖縄地域における地域循環圏形成推進調査報告書 12



福岡県大木町

http://www.npobin.net/142thSakai.pdf

13（出所）大木町：大木町のメタン発酵による生ゴミ循環事業（バイオマス産業社会ネットワーク第142回研究会資料）



14（出所）大木町：大木町のメタン発酵による生ゴミ循環事業（バイオマス産業社会ネットワーク第142回研究会資料）



おおき循環センター

15（出所）農林水産省：平成21年度 九州バイオマス発見活用協議会 先進事例紹介「大木町（大木町、バイオガス）」



事例の概要

• きっかけ
– 地域内の住民団体による環境関連活動が活発であった。

– 隣接市に委託していた焼却ごみ処理委託費用が町の財政を圧迫し
ていたことと、し尿・浄化槽汚泥の海洋投棄が2002年に禁止されるこ
とをきっかけに、生ごみ、し尿の循環利用を検討した。

• 経緯
– 2000年：メタン発酵を事業の核とする循環の町づくりを進める基本構

想が盛り込まれた、地域新エネルギービジョンを策定
– 2001年～2003年：バイオガス試験プラントでの実証、生ごみ分別収

集モデル事業を実施
– 2004年：FS調査を実施
– 2005年：バイオマスタウン構想の認定をうける
– 2006年：循環センター整備完了、町内全域で分別収集を開始
– 2010年：循環センターと同じ敷地内に農産物直売所とレストラン完

成、営業開始
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事例の概要

• 実施主体
– 大木町、収集運搬事業者、道の駅、レストラン、農家、住
民

• キーパーソン
– 自治体担当者

• 地域循環圏形成のポイント
– 統合管理、地域資源活用、新規ビジネス

• 想定される効果
– 処理施設や最終処分場の安定確保
– 新規ビジネス創出
– 人のつながり
– 低炭素社会・自然共生社会の形成
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事例の概要

• 事業推進に係わる課題
– 液肥栽培作物の安定供給
– 休耕地や耕作放棄地の活用
– 若年層の取込、人口流出抑制、高齢者対策
– 6次産業化

• 成功のポイント
– 地域住民の環境問題に対する意識の高さ。

– 生ごみ分別収集における住民の協力（異物混入がほ
ぼ無い）。

– ごみ処理施設を迷惑施設ではなく、町の中心施設と
した。
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大木町のごみ分別

19（出所）大木町：大木町のメタン発酵による生ゴミ循環事業（バイオマス産業社会ネットワーク第142回研究会資料）



紙おむつリサイクル H23.10月開始

大便はトイレ
に流してね！

指定袋（１５Ｌ袋、１０枚１５０円）
に入れ、口をしっかり結んで出し
ます。

行政区に１箇所程度設置してい
る回収ボックスに投入（いつでも
持込みＯＫ）。回収は週2回

大牟田エコタウン内のリサイク
ル施設で水溶化分離処理。再
生パルプを作ります。

再生パルプを外壁材に利用して
います。環境プラザ研修室の外
壁材もこのボードを利用。

紙おむつ、ﾊﾟｯﾄ、お尻ふき
（ウェットティッシュ）が出せま
す。
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紙おむつ回収の状況
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＝ 回収率：７６％
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紙おむつリサイクルのフロー
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紙おむつ分別リサイクルの効果

• 地域循環圏形成推進ガイドラインの
評価指標に例示されている地域循
環活力（地域活性化等）にも関連

地域循環圏

形成

•施策の副次的効果、マルチベネ
フィット

政策統合

•高齢者に配慮したごみ収集システ
ムの構築

高齢化社会への

対応
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紙おむつリサイクルの環境負荷削減効果

• 評価対象
– 使用済み紙おむつの水溶化処理システム

• 比較対照
– 従来の使用済み紙おむつ処理である焼却処理・埋立処分

• 機能単位（評価単位）
– 評価対象リサイクルプラントに搬入される使用済み紙おむつ１年間分の

処理量（約4,400t）

（出所）

使用済み紙おむつのマテリアルリサイクルのラ
イフサイクルインベントリ分析
藤山淳史・櫻井利彦・松本亨・長武志
日本ＬＣＡ学会誌、第８巻、第１号、pp37‐44
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⾃治体プラスチック
産廃プラスチック
分別後プラスチック
原料・製品

吉野ケ⾥町

上峰町

みやき町
⿃栖市

神埼市

周辺地域
（5市町）

南筑後地域
（7市町）

⼤分市内
RPFボイラへ

RPF化施設
（A社）

⼤川市

みやま市

筑後市

柳川市

広川町

⼋⼥市

⼤⽊町

ペレット化施設
（熊本市）

⼀次選別,油化施設
（A,B社）

公共施設ボイラ燃料
（7市町）

農業⽤ハウス燃料
（7市町）

海苔乾燥ボイラ燃料（みやま市
・柳川市・⼤川市・⼤牟⽥市）

公共ごみ・資源収集袋、バケツ
（7市町）

「筑後七国」統⼀規格・共同発注

農業育苗箱（7市町）

プランター（7市町）
「筑後七国・花いっぱいまちづくり」

廃プラ原料製品
製造施設
（A社）

筑後七国・プラスチック総合リサイクルシステム
〜地元で選別・資源化・再資源化製品循環〜

目指す姿：この地域の家庭から出るすべてのプラスチックを分別収集し、地域内の一次選別施設（新設）で選別、地元マテリアル・RPF化企
業（既存）、地元油化企業（新設）で資源化する。また、再資源化製品は、7市町行政を中心に地域内で循環利用する。

25（出所）㈱TRES：平成27年度 福岡県南筑後地域プラスチック等循環圏高度化モデル事業報告書



事例の概要

• きっかけ
– 焼却ごみ削減に積極的に取り組んでいる大木町を中心に、みやま市、柳川市、筑後市の3市1町

は、H22年度からプラスチックの分別を開始していた。

– プラスチック循環事業の具現化段階として、調査、実証、啓発、協議を行い、効率的かつ持続的に
実施可能な「プラスチック循環事業実施計画」を策定するため、環境省の「地域循環圏形成モデル
事業」に応募し、検討を開始した。

• 経緯
– 平成25年3月：「南筑後地区プラスチック総合リサイクル研究会」を立ち上げ、大木町を中心に、み

やま市、大木町、柳川市が主催、筑後市、八女市、大川市、広川町がオブザーバー参加し、行政が
自発的に検討開始。

– 平成25年度：環境省「地域循環圏形成モデル事業」に採択。

• プラスチック分別に係る実証事業等を実施して検討を進め、「南筑後地区プラスチック等循環圏形成計画」を
策定。

– 平成26年度：環境省「地域循環圏形成モデル事業」に採択。

• プラスチック分別に係る実証事業等を実施するとともに、中心となる「プラスチック循環事業計画」を策定。

– 平成27年度：環境省「地域循環圏高度化モデル事業」に採択。

• 新たに2市が参画して実証事業等を実施するとともに、平成28年度の事業化に向けた具体的な検討を実施。

– 平成28年度：大木町内に一次選別施設及び油化施設を建設予定。
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事例の概要

• 実施主体
– 「福岡県南筑後地域プラスチック等循環圏高度化モデル事業協議会」を設置

• 有識者、一般廃棄物リサイクル事業者、大木町、みやま市、柳川市、八女市、筑後市、関係
行政機関、周辺自治体、住民代表 等

• キーパーソン
– 自治体担当者、有識者

• 地域循環圏形成のポイント
– 広域化、統合管理

• 想定される効果
– 処理施設や最終処分場の安定確保

– 社会コストの削減

– 技術革新

– 新規ビジネス創出

– 人のつながり

– 低炭素社会・自然共生社会の形成

• 温室効果ガス排出削減量 2,915t-CO2/年、プラ焼却処理削減量 1,335t/年
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事例の概要

• 事業推進に係わる課題

– 分別プラスチック（容リ・非容リ）の安定的確保（目標：1,500t／年）

– 高度選別による資源化率確保（現在残さ率想定15％）

– 再資源化製品需要の確保

– 行政、事業者の連携と役割分担

– 住民への普及啓発及び合意形成

• 成功のポイント

– 取組を先導し、企画、牽引する自治体の存在。他自治体に先導的実
績を示すことで、合意形成を促した。

– 取組推進、情報共有、合意形成の場として、ボランティアベースの定
例会を開催した。また、当事者のみならず、県や知見を持つ第3者に
も参画してもらった。

– 補助事業等を活用しつつ、必要な調査・実証を行い、取組を推進する
ことも有効。
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福岡県南筑後地域プラスチック等循環圏⾼度化モデル事業の評価指標（実証結果）

プ
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チ
ッ
ク
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■分別プラ
<南筑後7市町>

⼤⽊町
みやま市
柳川市
筑後市
⼋⼥市
広川町
⼤川市

■分別プラ
<周辺地域>

上峰町
宮⽊町
吉野ケ⾥町
神埼市
⿃栖市

■⼀廃・産廃プラ
<南筑後7市町>

⼤⽊町
みやま市
柳川市
筑後市
⼋⼥市
広川町
⼤川市
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ア
ル
・

R
P
F
化

再⽣品

再⽣品

(新規施設設置)

(新規施設設置)

(既存施設) (既存施設)プラ収集量1,570トン/年

GHG排出削減量 2,915 t-CO2/年

プラ焼却処理削減量 1,335 t/年

地域雇⽤創⽣ 25⼈（⼀次選別事業17⼈、油化事業8⼈）

⾃治体のプラ資源化コスト削減額 1,151 万円/年 容リB(マテ・RPF化)のみ容リ契約
1,734 万円/年 容リA(油化)容リB(マテ・RPF化)ともに容リ契約
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⼀廃排出量
82,926 t

家庭系
63,747 t

事業系
19,179 t

⼤⽊町
みやま市
柳川市
筑後市
⼋⼥市
広川町
⼤川市

⼤⽊町
みやま市
柳川市
筑後市
⼋⼥市
広川町
⼤川市

農業系
産廃（プラ）

排出量
1,412 t

選別 油化

ペレット化 マテリアル
化

RPF化

メタン発
酵・発電

焼却 灰

RPF

製品

燃料分別
プラ

容リA
プラ

容リB
プラ

⾮容リ
プラ

⽣ごみ

紙
おむつ

紙・布

電気

熱

消化液 液肥
し尿・浄化
槽汚泥

し尿・浄化槽
汚泥排出量
50,209 t

産廃業者

熱利⽤
施設

電⼒利⽤
施設

農地

消費者

⼤⽊町
みやま市

凡例
(線)
⿊実線 既存
緑実線 新規（直近）
⾚破線 新規（中⻑期）
破線 不明
(図形)

物品
処理・
場所

※みやま市は
H30稼働の
計画

可燃
ごみ

不燃
ごみ

スラグ
溶融・
固化 残渣

最終処分

再利⽤

資源化 再⽣品 消費者

再⽣パル
プ化

古紙再⽣ 再⽣紙 消費者

福岡県南筑後地域における廃棄物の処理・資源化の流れ

建材 消費者

選別委託

最終処分
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